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手続き編
令和 7年 1月以降は、原則システムでの届出となりますので、システムマニュアルを参照してください。
以下の記載例とその説明については、参考として紙の様式を用いて解説をしているため、システムでの手
続きと異なります。

　「共済契約対象（外）施設等異動届」（異動の場合）の記載上の留意点6
１　この届出は、共済契約対象外の施設又は事業に異動した場合、退職手当金を請求しないで、被
共済職員期間の「共済契約対象外施設等へ異動した場合の合算制度」を利用する場合にのみ、必
要となります。
　　※共済契約対象外の施設又は事業への異動は、本制度では「退職」として扱います。
２　「共済契約対象外施設等へ異動した場合の合算制度」が利用できるのは、次の条件を満たす場合です。
　①�　被共済職員として継続して１年以上（被共済職員期間となる月の合計は、１２か月未満でも

構いません。）勤務していること。（合算で採用した職員については１年未満でも構いません。）
　②�　契約対象外施設に配置換えとなった際に、「共済契約対象（外）施設等異動届」（約款様式第９号）

を機構あてに提出し、退職手当金は請求していないこと。
　③�　配置換えの日から起算して５年以内に、同じ経営者の共済契約対象の施設に配置換えとなり、

加入要件を満たしたうえで再び加入手続き（「共済契約対象（外）施設等異動届」（約款様式第９号）
を機構あてに提出）をしていること。

３　契約対象外施設に配置換えとなったまま５年を超えると、時効により退職手当金の請求権が消
滅します。５年以内の再加入が不可能と分かった時点で、退職手当金を請求してください。
４　退職手当金を請求する場合には、被共済職員退職届と退職手当金請求書の提出が必要となりま
す。詳しくは、被共済職員退職届等の説明でご確認ください。

【人事異動にあたっての注意】
　・‌�平成１８年度及び平成２８年度の制度改正後に採用した職員は、「制度改正後に加入させない手

続き」を行った施設に再び異動しても、本制度に加入できません。
　　①　�異動又は復帰した施設又は事業
　　　異動した施設の名称及び「種類」を記入してください。
　　②　�従業状況
　　　　「業務に従事した日数が１０日以下の月」（被共済職員期間とならない月）
　　　�　前年４月から本年３月までの間の各月において業務に従事した日数が１０日以下の月がある場合に、

当該月名と月の計を記入します。例えば「１２月｜０１」と記入します。業務に従事した日数が１０日
以下の月がない場合は、計の欄に「００」を記入してください。

　　　�　なお、業務上の傷病による休業期間、介護休業期間、出産予定日前６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）
と出産後８週間の休業期間及び育児休業期間は業務に従事した日数に含めます。

　　　　「異動月の出勤日数」
　　　�　共済契約対象施設等最終在籍月の月初から最終在籍日までの間に、業務に実際に従事した日数及び従

事したとみなす日数の合計を記入します。
　　　　「育児休業をとった者」
　　　�　前年の４月１日から本年の３月３１日（前年度）に育児休業をとった者及び育児休業の終了日を変更

する者に該当する場合に記入します。
　　・ 新たに届出をする者は「１．新規」
　　・すでに届出ているが、終了日を変更する者は「２．変更」
　　・同一の子の育児休業を再度取得する者は「３．再取得」に○をつけてください。

　　　　※１�　女性職員が休業した場合、「開始年月日」欄には出産日の翌日より起算して５７日目（産後休業８
週間が終了した翌日）以降の実際の育児休業開始年月日を記入します。（男性職員が休業した場合は
子の出産日もしくは出産予定日のいずれか早い日以降の実際の育児休業年月日を記入します。）

　　　　※２�　「終了年月日」欄には子の満１歳の誕生日の前日までにおいて実際に育児休業が終了した年月日を
記入します。なお、子が１歳を超えても休業が必要と認められる一定の場合（保育所に入所を希望し
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ているが、入所できない場合他）にあっては、子が１歳６か月に達するまでの間、育児休業を取得す
ることができますので、「半年延長の理由」欄の該当する番号を選択してください。

　　　　※３�　パパ・ママ育休プラスを利用している場合は、「有」に○印を付けてください。
③　�異動した月以前６か月の本俸月額
　加入対象施設等で最終の在籍月以前６か月の本俸月額を記入します。
　・　�業務に従事した日数が１０日以下の月は「被共済職員期間とならない月」となりますので、「６か月の本俸」

の欄からはその月は除いてください。
　月の途中で異動（退職）した場合は、退職月の前月の本俸月額を記入してください。
・　「俸給表の額」と「俸給の調整額」に分けて記入してください。
・　「俸給表の額」欄には、俸給表に格付けされた俸給の額を記入してください。
・　俸給の調整額とは、本制度において、退職手当金の計算の基礎額に算入する、特別な手当をいいます。俸給
の調整額については、「Ⅰ　退職手当共済制度の概要　３　被共済職員に関する事項　②の３　俸給の調整額
について」で説明しています。

・　日給月給制の職員の本俸月額は、次の算出より得た額とします。
【本俸月額算出例】
［勤務形態が正規職員と同じ職員（１日８時間週４０時間）］
・	 日給（本俸に相当する額で交通費等を含まない額）が８，０００円の職員の場合
	 →８，０００円（日給）×２１日＝１６８，０００円
・	 時給が１, ０００円で１日８時間勤務の職員の場合
	 →１, ０００円（時給）×８時間（１日の労働時間）×２１日＝１６８, ０００円

［勤務形態が個別の雇用契約による職員］
・	 日給（本俸に相当する額で交通費等を含まない額）が８，０００円で週４日勤務の職員の場合
	 →８，０００円（日給）×４／５日（週５日にならした日給）×２１日＝１３４，４００円
・	 時給が１, ０００円で１日７時間週４日勤務の職員の場合
	 →�１, ０００円（時給）×７時間（１日の労働時間）×４／５日（週５日にならした日給）×２１日＝

１１７, ６００円
・	 �なお、上記に当てはまらない場合は、機構にご相談ください。

④　�添付書類
　異動先の施設等が同一の共済契約者の経営する共済契約対象外施設等であることが確認できる書類を添付してく
ださい。
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契約対象外施設へ異動の場合 

２ 

４ 

３ 

１ 

契約対象外施設に異動する場合は 

「１」に〇を付けてください。 

契約対象外施設に異動した場合に 

記入してください。 


